














































































































































































































































































































































































































































































































































































岩田・山鹿 (2004) は、 1998年と2003年の住
宅需要実態調査を用いて、以上のことを実証的
に明らかにしている。
瀬古 (2003) は、自己敷地、正当事由倍地、
定期借地の選択を考慮した家計の選択行動を、
1998年の住宅需要実態調査を使用し、実証的に
検討している。その結果、正当事由借地と定期
借地の選択は代替関係にあることを明らかにし
ていている。これは、正当事由借地が割高と感
じる借地人は定期借地を選択し、住居を建てる
可能性が高いことを意味する。したがって、定
期借地権の導入は、借地人の選択肢を広げると
いう意味での貢献があると考えられる。
(いわた・しんいちろう/富山大学経済学部助教授)
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